
 

第２２期第３９回 
松浦海区漁業調整委員会  

 
 
 

日時 令和７年１月28日（火）15時から 
場所 唐津市水産会館 研修室 

（唐津市海岸通り 7182−217） 
 

  
 

次    第 
 
１ 開  会 
 
２ 議  題 

（１） 特定水産資源（くろまぐろ）に係る令和 6 管理年度における知事管理漁獲可能量の

変更（案）について（諮問）                   Ｐ2〜Ｐ4 

（２） 特定水産資源（くろまぐろ）に係る令和 7 管理年度における知事管理漁獲可能量の

設定（案）について（諮問）                   Ｐ5〜Ｐ7 

（３） 唐津湾におけるかたくちいわしまき網漁業の操業協定について（協議）Ｐ8〜Ｐ14 

（４） 佐賀県に入漁する福岡県ごち網漁業に係る操業協定について（協議） Ｐ15〜Ｐ19 

（５） 令和７年度福岡県小型いかつり漁業の佐賀県許可隻数について（協議）Ｐ20〜Ｐ26 

（６） 第３９回筑肥漁場協議会について（報告）             Ｐ27〜Ｐ30 

（７） 試験養殖（湊地区）について（協議）                

（８） その他                              
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６水管第 2793 号   

令和６年 12 月 17 日  

 

 

佐賀県知事 殿 

 

 

農林水産大臣 江藤 拓 

 

くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の融通の通知 

 

くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の融通の通知につい

て、漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 15 条第６項の規定に基づき、下記の表のとおり

都道府県別漁獲可能量を変更したので、同項において準用する同条第４項の規定に基づき、

通知いたします。 

 

記 

 

（表） くろまぐろに関する令和６管理年度における都道府県別漁獲可能量の融通の通知 

 

 特定水産資源 
 
 

変更した都道府県別漁獲可能量 
（佐賀県分） 

（変更前） （変更後） 

くろまぐろ（小型魚） 12.0 トン 18.6 トン 

くろまぐろ（大型魚） 8.5 トン 8.5 トン 
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（別 紙） 

くろまぐろに関する令和６管理年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの

期間をいう。）における漁業法第 16 条第１項に定める数量は、次のとおりとする。 

 

第１ くろまぐろ（小型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    １８．６トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）定置漁業 ４．０トン 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）漁船漁業 １４．０トン 

 

 

第２ くろまぐろ（大型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    ８．５トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）定置漁業 ５．０トン 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）漁船漁業 ３．０トン 

 

（案） 
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（別 紙） 

くろまぐろに関する令和７管理年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの

期間をいう。）における漁業法第 16 条第１項に定める数量は、次のとおりとする。 

 

第１ くろまぐろ（小型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    １９．１トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）定置漁業 ５．４トン 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）漁船漁業 １２．６トン 

 

第２ くろまぐろ（大型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    ２０．７トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）定置漁業 １４．０トン 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）漁船漁業 ６．０トン 
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覚  書  

 

昭和４６年４月２７日締結した「唐津湾におけるかたくちいわし

まき綱漁業」の操業に関する確認書の取り扱いについて、令和６年

２月８日開催の第２２期第３回筑肥連合海区漁業調整委員会におい

て審議の結果、次のとおり決定したので、筑前・松浦海区漁業調整

委員会会長は、ここに覚書を交換する。  

 

記  

 

１ 昭和４６年４月２７日締結した確認書のうち第１の３の操業期

間を福岡県糸島市地先海域（確認書では福岡県糸島郡地先海域）

においては９月１日から翌年２月１０日までとし、有効期間を令

和７年５月１日までの１ヶ年間、これを延長する。  

 

２ 上記の確認書の記の第１の１の操業区域中の二重岳は、現在の

二丈岳のことである（平成９年３月５日開催の第１６期第２回筑

肥連合海区漁業調整委員会において確認）。  

 

３ この覚書は、玄海・松浦海の基本協定書の付帯協定として調印

した場合は、１の期間中といえども効力を失うものとする。  

 

４ 上記事項を証するため本書５通を作成し、筑肥連合海区漁業調

整委員会及び筑前・松浦両海区漁業調整委員会並びに福岡・佐賀

両県に各１通を保有するものとする。  
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令和７年

２月４日 第２２期第４回

８

（案）



 

令和６年２月８日  

 

 

筑前海区漁業調整委員会 会長    冨 重 信 一  

 

 

松浦海区漁業調整委員会   会長    川 嵜 和 正  

 

立会人  

 

 

福岡県農林水産部水産局  

漁業管理課        課長    秋 本 恒 基 

 

 

佐賀県農林水産部水産課  課長    横 尾 一 成 
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令和７年２月４日
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覚  書 

  

   佐賀県海域に入漁する福岡県一そうごち網及び二そうごち網漁業については、昭

和２７年７月２日締結の玄海、松浦海漁業調整協定並びに同附帯協定によって操業さ

れていたが、この原則に副わない点があり、しばしば佐賀県船との間に競合があった。 

そのため昭和３４年９月４日筑肥連合海区漁業調整委員会において別個にごち網漁 

業に関し１か年の協定をなし入漁の調整をはかってきた。                         

 しかしその後、昭和３９年から令和５年までの間一部改正しながら１年の暫定と 

して覚書を取り交わしてきた。 

 更にこれが改正のため令和６年２月８日開催の第２２期第３回筑肥連合海区漁業

調整委員会において審議の結果、第３条の令和５年を令和６年に、附帯事項のうち

１の令和５年を令和６年に改めたほかは、いずれも令和５年１月３１日調印の覚書及

び附帯事項のとおり、更に暫定として１か年間これを延長することに決定したので、

この覚書を取り交わすものとする。 

                                                               

                                    記 

 

第１条 福岡県知事の許可する一そうごち網及び二そうごち網漁業（漁船の推進機関

の馬力数は平成１４年４月１日施行の漁船法施行規則に基づく８０キロワット

以内または施行前の規則に基づく２５馬力以内とする。但し、平成１４年のこ

の覚書の締結の際に、現に福岡県知事のごち網漁業の許可を受けていた者が、

当該許可にかかわる漁船を使用し、同締結の際に当該漁船に搭載していた推進

機関と同じものを搭載してごち網漁業を営む場合に限り、昭和５７年７月１８

日施行の同規則に基づく馬力算定法による５０馬力以内とする。）で、佐賀県

知事の管轄する海域において操業できる区域は次の範囲とする。 

（１） 一そうごち網漁業については、加部島の東端から加唐島東北端見通し線以東

の佐賀県海域。ただし、佐賀県の共同漁業権漁場を除く。 

（２） 二そうごち網漁業については、加部島の東端から加唐島東北端を見通したそ

の延長線と、二神島北端から加唐島北端を見通した延長線との２延長線によっ

て囲まれた以東北の佐賀県海域。ただし、加唐島北部最大高潮時海岸線から 
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（案）

令和６年

令和７年２月４日 第２２期第４回

令和６年 令和７年

令和６年２月８日令和６年 令和７年



１，４５０メートルの線によって囲まれた区域を除く。 

（３） 禁止期間は１月１日から３月１５日まで。 

 

第２条 福岡県二そうごち網漁業（馬力は第１条と同じとする。）のうちｌ統に限り

次の条件により次の区域（特別入漁区域）内において操業することができる。 

１ 特別入漁区域 

次のイ、ロ、ハの３直線によって囲まれた佐賀県海域。 

ただし、加唐島北部最大高潮時海岸線から１，４５０メートルの線によって囲

まれた区域を除く。 

イ 加部島東端から加唐島東北端見通し線の延長線 

ロ 加唐島北端から長崎県二神島北端見通し線 

ハ 唐津市肥前町京泊宮崎鼻東端から馬渡島東端見通し線の延長線 

２ 入漁条件 

イ 入漁の期間 

特別入漁区域への入漁期間は、９月２１日から１０月３０日までの４０日間

とする。 

ロ 操業方法 

網は引き寄せるものとし、こぎ網してはならない。 

ハ 漁業許可証及び入漁標識旗 

特別入漁区域へ入漁する者は佐賀県知事の漁業許可を受け、かつ漁業許可証

及び入漁標識旗の交付を受けなければならない。 

３ 入漁船の義務 

イ 特別入漁区域へ入漁する者は、佐賀県知事から交付された漁業許可証及び入

漁標識旗を同時に携行し、かつ標識旗はブリッジの左舷側の上部１メートル

の位置に確実に掲揚しなければならない。 

ロ 入漁船は佐賀県漁船の操業中その妨害となる範囲内において操業してはなら

ない。 

 

第３条 この覚書の有効期間は令和６年４月１日から１か年とする。 

ただし、松浦、筑前海区漁業調整委員会の合意により延長することができる。 
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令和７年



この協定が成立したことを証するため本書５通を作成し、筑肥連合海区漁業調整委 

員会及び松浦、筑前海区漁業調整委員会並びに佐賀県、福岡両県に各１通保管する。 

 

令和６年２月８日 

               筑肥連合海区漁業調整委員会委員   冨 重 信 一 

                                        上 田 直 子 

                                        太 田 耕 平 

                                        井 上   博 

                                        板 谷 正 信 

                                       坂 本 政 彦 

                                                     川 嵜 和 正 

                                        池 田 宏 子 

                                        坂 本 安 則 

                                        梅 崎 博 昭 

                                        荒 巻 信 弘 

                                        坂 口 正 人 

立 会 人 

福岡県側 

   福岡県農林水産部水産局漁業管理課長  秋 本 恒 基 

  

佐賀県側 

   佐賀県農林水産部水産課長      横 尾 一 成 
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令和７年２月４日



 

附 帯 事 項 

 

 令和６年２月８日調印した福岡県ごち網漁業の佐賀県海域入漁に対する附帯事 

項として次のことを定める。 

 

１ 覚書第１条に規定する入漁区域の線は、令和６年９月１６日から令和６年１１月

１５日まで暫定措置として土器崎から小川島西端見通し線の延長とする。 

 

２ この協定に違反した入漁者に対しては、次のとおり処分するものとする。 

イ 協定区域外の佐賀県海域に侵入した者は、その日から特別入漁区域への入漁を

禁止する。 

ロ 同一漁業組合の者が３件以上区域外侵入した時は、当該組合の連帯責任として、

その日以降その組合全部の特別入漁区域への入漁を禁止する。 

ハ 佐賀県漁船の漁業を妨害（佐賀県ごち網、釣、延縄漁業等を包囲したり、漁具

に被害を与えたりする等）した者は、その日以降その者の特別入漁区域への入漁

を禁止する。 

ニ 同一漁業組合の者が３件以上佐賀県漁業の妨害をした時は、当該組合の連帯責

任として、その日以降その組合全部の特別入漁区域への入漁を禁止する。 

 

３ 漁業許可証 

覚書第２条３のイ及び附帯事項２の口及びニに該当する義務の怠慢または違反が

あった時は、その者の所属する組合に割り当てられた全部の漁業許可証及び入漁標

識旗をともに没収するものとする。 
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令和７年２月４日

令和７年 令和７年
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年度 入漁許可枠 入漁希望隻数 入漁許可数

H18 60 25 25
H19 50 24 24
H20 50 16 16
H21 40 15 15
H22 40 15 15
H23 40 15 15
H24 30 14 13
H25 30 13 13
H26 30 13 13
H27 30 13 13
H28 30 13 13
H29 30 13 13
H30 30 13 13
H31 30 13 13
R2 20 12 11
R3 20 11 10
R4 20 11 11
R5 20 9 9
R6 20 7 6
R7 7

R7年度希望 R6年度許可

唐津市 1 0 4 2
小川島 3 3 3 1
鎮西町 3 3 6 3
外　津 0 0 1 0
合　計 7 6 14 6

近県におけるいかつり漁業（5トン以上）の許可状況

（令和7年1月23日現在） 

福岡県に入漁する佐賀県いかつり漁船(5トン以上)の操業について

山口県組合名
福岡県

長崎県

福岡県海域に入漁する佐賀県小型いかつり漁業（5トン以上）の許可枠数等の推移
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（別 紙） 

くろまぐろに関する令和６管理年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの

期間をいう。）における漁業法第 16 条第１項に定める数量は、次のとおりとする。 

 

第１ くろまぐろ（小型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    １２．０トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）定置漁業 ２．０トン 

佐賀県くろまぐろ（小型魚）漁船漁業 ９．０トン 

 

第２ くろまぐろ（大型魚） 

 １ 都道府県別漁獲可能量について、本県に定められた数量 

    ８．５トン  

 

 ２ 知事管理区分に配分する数量 

知事管理区分 配分数量 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）定置漁業 ５．０トン 

佐賀県くろまぐろ（大型魚）漁船漁業 ３．０トン 

 

 別紙　１
（議題１）
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 別紙　２
（議題７）



R6 唐津市統括支所 湊地区 
アカウニ、エゾアワビ試験養殖 中間報告書 

 
１．目的 

佐賀県玄海漁業協同組合唐津市統括支所・湊地区（以下、湊地区）の主な漁業種類は、海士漁
業・サワラ引縄漁業・キス網漁業、小型底曳網漁業である。しかしながら、湊地区の漁業を取り巻
く環境は年々厳しさを増し、資源の減少、魚価の低迷、後継者不足、漁業者の高齢化など、様々な
問題を抱えている。特に、同地区の主要漁業である海士漁業においては、近年の磯焼け等でアカウ
ニ、アワビの漁獲量が減少しているため、毎年放流を行っているが水揚向上に繋がっていない。 

そのためアカウニ、アワビ養殖を行うことで安定的な生産、生産の効率化、また計画的な出荷が
可能となり、漁家収入の増加が期待される。養殖では餌料として主に天然海藻を使用するため、可
能な限り採取量を減らすために、養殖マコンブや廃棄される陸上植物を併用した環境配慮型の養殖
を行う。本養殖試験を通して、アカウニ、アワビの基本的な養殖技術の習得と、成長、生残に関す
るデータを収集する。 
 
２．試験の概要 
・目的    ︓アカウニ、アワビの基本的な養殖技術の習得と、成長、生残に関するデータを収

集すること 
・試験期間  ︓令和 6 年 3 月 〜 令和 7 年 2 月末（試験養殖承認期間まで） 
・養殖種   ︓アカウニ、エゾアワビ 
・養殖方法  ︓蓋付きコンテナを用いた筏式とロープ式の垂下養殖 
・規模と種苗数︓佐賀県玄海栽培協会から購入 
 

 ロープ式 筏式 

規模 40ｍ × 12 本 4m × 4m : 1 基 

種苗数 アカウニ ︓6,000 個 
エゾアワビ︓700 個 

アカウニ ︓700 個 
エゾアワビ︓700 個 

 
３．試験養殖実績 
【R5 導入種苗分】 
 令和 5 年 5 月 18 日に導入したアカウニ種苗は、餌料として天然海藻、養殖マコンブ、キャベツ
などを併用しながら令和 6 年 9 月までの約 1.5 年間飼育した。飼育期間中は大きな斃死は見られ
ず、約 90%が生残していた。なおエゾアワビについては、令和 5 年度時点ですべての個体が斃死
している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真．天然アラメ類、養殖マコンブ給餌 
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飼育期間をとおしてアカウニは順調に成長し、出荷時期である令和 6 年 8〜9 月までに多くの個

体が殻径 50mm 以上に成長した。大型個体は板ウニとして 46 枚を市場出荷し、小型個体は主に
瓶ウニに加工して 20 本販売した。 
 

 
写真．R6.9 月のアカウニ           写真．出荷した瓶ウニ 

 
【R6 導入種苗分】 
 令和 6 年 4〜5 月にアカウニ種苗とエゾアワビ種苗を導入し、天然海藻、養殖マコンブを給餌し
て飼育を開始した。エゾアワビについては、R6 年度の夏季にほぼすべての個体が斃死したため試
験を終了した。アカウニについては、R5 年度と同様に順調に生育しており、R7 年夏季に試験出荷
を予定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真．R6.4〜5 月飼育開始時のアカウニとエゾアワビ 
 
４．収支報告 
・R5 導入アカウニ 700 個分、エゾアワビ 1,400 個分の収支。 
・養殖資材の費用は R5 年度に計上しているため除外。 
 

支出  収入 
アカウニ種苗 11,550 円  板ウニ 207,000 円 
エゾアワビ種苗 39,600 円  瓶ウニ 93,600 円 
雑費（餌料,資材等） 80,000 円    

合計 241,200 円  合計 300,600 円 
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５．試験結果の総括および課題、今後の展望 
 

＜アワビ養殖＞ 
 アワビ養殖は、R5 年度にはカレニア赤潮の影響、R6 年度には高水温の影響によって大量斃死が
発生し、試験出荷することができなかった。アワビを含む巻貝類は赤潮に弱く、高水温環境下では
安定した生産ができないことが今回の試験によって分かったため、R6 年度をもって試験を終了す
ることとする。 
 
＜アカウニ養殖＞ 
 アカウニ養殖は 2 年間の試験期間をとおして良好な試験結果が得られ、90%を超える高い生残
率を示した。今年度は R6.9 月に初めて板ウニ、瓶ウニとして試験出荷を行ったが、板ウニは約
5,000 円/枚 と高単価で販売でき、瓶ウニも小売りで完売することができた。そのため、アカウニ
養殖は養殖コンブや陸上植物を併用しながら試験を継続する予定である。今年度はアカウニ種苗
700 個分の小規模での出荷であったが、R7 年度夏季は約 5,000 個分の出荷を予定しているため、
更なる収益向上を期待している。 
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唐 農 水 第 ３ ６ ３ ３ 号 

令和７年１月２７日 

 

佐賀県知事 山口 祥義 様 

 

唐津市長 峰  達 郎 

［公印省略］ 

 

試験養殖承認申請について（副申） 

 

 当市の水産業の振興に関しまして、かねてよりご協力いただきお礼申し上げます。 

 さて、令和７年１月２７日付けで佐賀玄海漁業協同組合より、佐賀玄海漁業協同

組合唐津市統括支所におけるアカウニ試験養殖の取組みについて、試験養殖の申請

書が提出されました。この件について、意見を添えて提出しますので、よろしくお

願いいたします。 
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意見書 

 

佐賀玄海漁業協同組合唐津市統括支所においては、海士漁業を主としております

が、海況変化によりアカウニの漁獲量は減少しており、種苗放流も効果をあげてお

りません。将来的な養殖区画漁業権取得のため、玄海水産振興センターの指導のも

と、アカウニの試験養殖を行うことを、お取り計らいくださるようお願いいたしま

す。 

なお、令和５年３月よりアカウニ及びアワビの試験養殖を開始し、基本技術の習

得やデータを収集することができましたが、アカウニの生存率及び収益性が高い一

方で、アワビの生存率、収益性が低いことが判明しました。そのため、今年度はア

ワビの試験養殖を終了し、アカウニのみの試験養殖とする計画であります。 

 

 

                           令和７年１月２７日 

 

佐賀県知事 山口 祥義 様 

 

                     唐津市長 峰  達 郎 
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試験養殖承認申請書 

 
令和７年１月２７日 

 
佐賀県知事 山口 祥義 様 

 
佐賀県唐津市海岸通 7182-233 
佐賀玄海漁業協同組合 
代表理事組合長 川嵜 和正 

 
 

下記のとおり試験養殖の承認を受けたいので、申請いたします。 
 

記 
 
 1 目 的      アカウニ養殖試験 
 2 水産物の名称   アカウニ 
 3 漁場の位置及び区域並びに面積 

唐津市湊地先 筏式  ：５０ｍ×１０ｍ＝５００㎡ （別紙１を参照） 
          ロープ式：６０ｍ×３０ｍ＝１,８００㎡ （別紙１を参照） 

4 試験養殖期間 
  試験養殖の承認日より 1 か年間（令和 7 年 3 月 1 日より令和 8 年 2 月末日） 
5 養殖の方法及び規模 

ａ）方法  筏式およびロープ式の施設に蓋つきコンテナを垂下する養殖方法 
ｂ）規模 
ⅰ）筏式 

・筏：４m×４m ３基 

・コンテナ：約１５０個 （３０ｃｍ×５５ｃｍ×３５ｃｍ）  

      ・種苗：アカウニ ：合計７００個（人工種苗10～15mm） 

  ⅱ）ロープ式 
    ・ロープ ：４０m × １２本 

・コンテナ：約２６０個（３０ｃｍ×５５ｃｍ×３５ｃｍ） 
・種苗：アカウニ ：合計４，８００個（人工種苗 10～15mm） 

添付資料 
（１）理由書 
（２）養殖試験計画書 
（３）漁場位置及び区域図（別紙１） 
（４）養殖施設概要図（別紙２） 
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理由書 

 
佐賀県玄海漁業協同組合唐津市統括支所・湊地区（以下、湊地区）の主な漁業

種類は、海士漁業・サワラ引縄漁業・キス網漁業、小型底曳網漁業である。しか

しながら、湊地区の漁業を取り巻く環境は年々厳しさを増し、資源の減少、魚価

の低迷、後継者不足、漁業者の高齢化など、様々な問題を抱えている。特に、同

地区の主要漁業である海士漁業においては、近年の磯焼け等でアカウニ、アワビ

の漁獲量が減少しているため、毎年放流を行っているが水揚向上に繋がっていな

い。 
そのため、両種の安定生産と計画的な出荷を可能とするため、R5.3 月よりアカ

ウニ、アワビ養殖の試験養殖を開始した。これまでの試験により、基本的な養殖

技術の習得と、生残、成長に関するデータを収集することができた。特に、アカ

ウニの生残率が高く収益性が高い一方で、アワビの生残率は低く収益性が低いこ

とが分かった。 
そのため、今年度はアワビの試験養殖を終了し、アカウニのみの生産とする計

画である。また既に他地区で行われている冬期のキャベツ等の陸上植物を用いた

養殖手法、春期における養殖マコンブ（試験養殖許可取得済み）を用いた養殖方

法について試験を行い、夏季には試験販売を行う。将来的には、正式な養殖区画

漁業権免許を取得したいと考えている。 
 

 
住 所 佐賀県唐津市海岸通 7182 番地 233 
氏 名 佐 賀 玄 海 漁 業 協 同 組 合 

代表理事組合長 川嵜 和正 
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アカウニ養殖試験計画書 

１． 試験の概要 

１） 実施場所：唐津市湊地先（別紙１のとおり） 

２） 実施期間：試験養殖の承認日より 1 か年間（令和 7 年 3 月 1 日より令和 8 年 2 月末日） 

３） 試験内容 

ａ） 目的 

   アカウニ養殖における養殖管理方法、生残、成長、販売に関するデータを収集し、 

正式な養殖区画漁業権免許取得のための基礎データを収集すること。 

 

b） 概要 

 筏式およびロープ式、蓋付きコンテナを用いた垂下養殖 

 

c） 養殖施設 

ⅰ）筏式 （別紙２のとおり） 

 ・筏：４ｍ×４ｍ ３基 

・コンテナ：約１５０個 （３０ｃｍ×５５ｃｍ×３５ｃｍ）  

  

ⅱ）ロープ式 （別紙２のとおり） 

   ・ロープ：４０ｍ × １２本  

・コンテナ：約２６０個（３０ｃｍ×５５ｃｍ×３５ｃｍ）  

 

ｃ） 試験方法 

・令和 5 年 5 月から実施している養殖試験を令和 7 年度以降も継続する。 

・アワビについては、アカウニと比べて斃死率が高く収益性が低くかったため、R7 以降は良好な試

験結果が得られているアカウニのみの試験養殖とする。 

・天然海藻の採集量を減らすため、冬期はキャベツ等の陸上植物、春期は養殖マコンブ（試験養

殖許可取得済み）を用いた養殖手法を検討する。 

・令和 7 年度も新たに種苗導入を行う。 

・出荷サイズに達した個体は令和６年夏期から試験販売を行っており、令和 7 年夏期も同様に販売

を予定している。 

・試験期間中は飼育管理、生残とサイズ測定等のモニタリングを行う。 

 

d） 種苗の供給元および供給量 

・購入先：アカウニ種苗は佐賀県玄海栽培漁業協会から購入予定。 

・購入量（予定）： 

ⅰ）筏式 

・アカウニ ：７００個 (人工種苗 10～15mm) 

ⅱ）ロープ式 

   ・アカウニ ：４，８００個 (人工種苗 10～15mm) 
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e）出荷先予定 

 ・佐賀玄海漁協市場、県内外の飲食店、個人売り 

 

ｆ）養殖試験従事予定者氏名 

    宮本勉造・宮本貞吉・山口修平・北方金好・笹山好則・松本林吉・山下正幸 

    脇山萬登・脇山 龍・宮本春吉・脇山忠博 

 

ｇ） 養殖スケジュール 

 

 

 

 

 

  h）収支計画 

  ⅰ)支出の部 （※試験養殖実施に必要な資材・種苗等の種類・数量・金額を記載） 

     

 

 

 

    ※飼料については廃棄野菜、別件試験養殖の養殖コンブにて賄うため未計上。 

     （参考：種糸 200ｍ 50,000 円） 

ⅱ)収入の部 （※試験出荷がある場合に記載） 

 

 

 

 

 

    ※昨年購入分種苗の歩留まりを鑑み、生残 5 割で計上。 

２． 安全対策 

施設の維持管理については、佐賀県玄海漁業協同組合唐津市統括支所が適切に管理を行う。 

 

３．その他 

（緊急時の措置） 

台風の接近などになり災害が起こる可能性が懸念される場合は、養殖施設の補強、撤去などの措

置を速やかに行うこととする。 

また、万一本試験養殖に起因する事故・トラブル等が発生した場合は、当支所で責任を持って対応

することとする。 

○ 緊急時の連絡先 

佐賀玄海漁業協同組合唐津市統括支所    0955-73-2662 

 R7.3 月    ４月    ６月    １２月    Ｒ8．１月  ２月末 

作業内容 

R6 からの継続飼育      → 販売              →施設撤去予定 

         養殖管理            

（餌やり、密度調整）  

費目 数量 金額（税別） 

アカウニ種苗 ５，５００個 ９０，０００円 

合計  ９０，０００円 

費目 数量 金額(税別) 

板アカウニ ２００枚 ９００，０００円 

瓶アカウニ １００本 ３６０，０００円 

合計  １，２６０，０００円 
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別紙１
NN
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４m

2m

別紙２

４m

４m

【筏式】

❏ 平面図

❏ 立体図

50m以内

４m ４m

10m
以内
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フロート

アンカー アンカー

養殖施設概要図

2m

別紙２

【ロープ式】
❏ 平面図

❏ 立体図

2 m
間隔

30 m以内

40 m

60 m以内
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試 験 養 殖 処 理 要 綱 
 

制 定  令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日  

 

( 目 的 )  
 

第 １ 条  佐 賀 県 知 事 が 管 轄 す る 海 面 に お い て 、 県 の 水 産 試 験 研 究 機 関 の 指

導 を 受 け て 魚 貝 類 、藻 類 養 殖 業 の 漁 場 開 発 又 は 企 業 化 の た め の 試 験 ( 以 下

「 試 験 養 殖 」 と い う 。 ) を 行 う 場 合 は 、 こ の 要 綱 に よ り 処 理 す る 。  

 

( 適 用 範 囲 )  
 

第 ２ 条  本 要 綱 を 適 用 す る の は 、 県 又 は 市 町 の 委 託 に よ り 、 試 験 養 殖 を 行

う 漁 業 協 同 組 合 に 限 る 。  

 

( 試 験 養 殖 の 承 認 )  
 

第 ３ 条  試 験 養 殖 を し よ う と す る 者 は 、 あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 受 け な け

れ ば な ら な い 。  

 

２  前 項 の 承 認 を 受 け よ う と す る 者 は 、 別 記 様 式 １ 号 に よ る 申 請 書 に 必 要

な 書 類 を 添 付 し 、市 町 の 長 を 経 由 の う え 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

 

３  知 事 は 、 第 １ 項 の 承 認 を し た と き は 、 別 記 様 式 ２ 号 に よ る 承 認 証 を 交

付 す る 。  

 

( 漁 業 調 整 委 員 会 の 意 見 聴 取 )  
 

第 ４ 条  前 条 第 ２ 項 の 承 認 申 請 が あ っ た と き は 、 知 事 は 関 係 海 区 漁 業 調 整

委 員 会 の 意 見 を き か な け れ ば な ら な い 。  

 

( 試 験 養 殖 の 範 囲 )  
 

第 ５ 条  試 験 養 殖 の 区 域 は 、 漁 業 調 整 そ の 他 公 益 に 支 障 を 及 ぼ さ な い と 認

め ら れ る 範 囲 内 と す る 。  

 

２  試 験 養 殖 の 期 間 は 、 １ 年 と す る 。 但 し 、 知 事 が 必 要 と 認 め た 場 合 は 延

長 す る こ と が あ る 。  

 

３  試 験 養 殖 の 規 模 は 、 の り 養 殖 20 柵 以 内 、 わ か め 養 殖 親 な わ の 総 延 長

500 メ ー ト ル 以 内 、 小 割 、 そ の 他 の 養 殖 面 積 3, 000 平 方 メ ー ト ル 以 内 と

す る 。  
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( 他 法 令 の 適 用 )  
 

第 ６ 条  試 験 養 殖 の 区 域 が 、漁 業 法 以 外 に 他 の 法 令 の 規 制 を 受 け る 場 合 は 、

所 轄 官 庁 の 許 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 

( 承 認 の 取 り 消 し )  
 

第 ７ 条  知 事 は 、 漁 業 調 整 、 そ の 他 公 益 上 支 障 が あ る と 認 め る と き 、 又 は

承 認 の 内 容 に 違 反 し た と 認 め た と き は 、 承 認 を 取 り 消 す こ と が あ る 。  

 

( 標 識 の 設 置 )  
 

第 ８ 条  試 験 養 殖 の 承 認 を 受 け た 者 は 、 知 事 が 指 定 し た 箇 所 に 漁 場 標 識 を

設 置 し な け れ ば な ら な い 。  

 

( 報 告 書 の 提 出 )  
 

第 ９ 条  試 験 養 殖 の 承 認 を 受 け た 者 は 、 当 該 承 認 に 係 わ る 試 験 の 終 了 後 遅

滞 な く そ の 経 過 を 知 事 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

 

 

 

附 則 

 

( １ )  こ の 要 網 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

( ２ )  昭 和 45 年 ５ 月 21 日 制 定 の 「 試 験 養 殖 処 理 要 綱 」 は 廃 止 す る 。  
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様 式 １ 号  

 
 

 

試 験 養 殖 承 認 申 請 書 

 

年    月    日  

 

 

佐 賀 県 知 事         殿  

 

 

住 所  

名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名              

 

 

 

  下 記 の と お り 試 験 養 殖 の 承 認 を 受 け た い の で 、 申 請 し ま す 。  

 

 

 

 

記  

 

  １ . 目 的  

 

  ２ . 水 産 動 植 物 の 名 称  

 

  ３ . 漁 場 の 位 置 及 び 区 域 並 び に 面 積  

 

  ４ . 養 殖 期 間  

 

  ５ . 養 殖 の 方 法 及 び 規 模  

 

  ６ . そ の 他  

 

 

 

 

添 付 書 類 

 

  ( １ )  理 由 書  

 

  ( ２ )  試 験 養 殖 計 画 書  

 

  ( ３ )  漁 場 位 置 及 び 区 域 図  

 

  ( ４ )  委 託 契 約 書 写  
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様 式 ２ 号  

 

 

 

試 養 第         号  

 

 

試 験 養 殖 承 認 証 

 

住 所 

 

名 称 

 

 

 

１ .  水 産 動 植 物 の 名 称  

 

 

２ .  漁 場 の 位 置 及 び 区 域  

 

 

３ .  漁 場 の 面 積  

 

 

４ .  養 殖 期 間  

 

 

５ .  養 殖 の 方 法  

 

 

６ .  承 認 期 間  

 

 

７ .  制 限 又 は 条 件  

 

 

 

 

年    月    日  

 

 

佐 賀 県 知 事            
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佐賀県 試験養殖処理 要綱の運用につい て  

 

令 和５年９月１日  

水 産第 2335 号佐賀 県水産課長通 知  

 

第１  対象とする範 囲  

 本運 用の対象範囲 としては令和３年 ４月 1 日付佐賀 県農林水産部長通知で定 めた

「試 験養殖処理要 綱（ 以下、要綱とす る）」とする。  

 

第２  実施手続き  

（１）要綱第 ２条に 定 められた「適 用範囲」に関 することのう ち 、県 と市 町の整

理は以下の とおりとする。  

【県の 委託】  

１．新 たに養殖区画を 取得するため に、県等の試験 研究により得られた、新 たな知

見などを広域的 に実証する必 要があると 判断した場 合 。または、企 業化 に係る

事前の試験を行 うもので、県が必 要と判断した 場合。  

２．一 般海域や複数 の漁業権にまた がる等、広域的な海 域での試験養 殖の場合  

３．県 の施策として推 進するもの で、 新規漁業権の取 得を促すために県が必要 と判

断した場合  

【市 町の委託】  

１．新 たに養殖区画を 取得するため に、既知技術の導 入により、企業 化に係る事前

の試験を行うも ので、市町が必 要と判断した場 合。  

２．関 係地区が単一 の漁業権内で試験 養殖を行う場 合。  

３．市 町の施策とし て推進するもので 、新規漁業権 の取得を促すために市町が 必要

と判断した場 合  

 

（２ ）要綱第３条「試 験養殖の承認」 のうち、第２項に 定められた「別記様 式第１

号にお ける申請書」の 添付資料の計画 書の様式は、別添様 式第１号のとおりと する。

ただ し、別添様式第１ 号に定めた項目 が記載されている ものを網羅している場 合は、

他の様 式を用いてもか まわない。  

 

（３） 要綱第５条に 定められた「試験 養殖の範囲」に関 することは以下のと おりと

する。  

１．同 条第２項で定 める期間は 1 年と し、期間の延長は 原則として毎年申請す る方

式（新規として ）とする。  

２．試 験養殖の申請 時点で現試験養 殖が試験中である場 合、申請書類に中間 報告書
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も合わせて添付 することとす る。  

３．同 条第３項に定めら れた「小割、その他 の養殖の面積 3,000 平方メートル 以内」

に おける区域内の 施設の取扱いは 、水面上 に出ている施設だ けでなく、海底に設

置 した方塊等も含 めた面積とする。  

 

（ ４）要綱第９条 に定められた「報 告書」に関する整 理は以下のとおり とする。  

第９ 条で定める報告 書の様式は別添様 式第２号のと おりとし、必 要に応じて図

や表を 添付することと する。  

  

附 則 

 

(１ ) この運用は、 公布の日から 施行する。  
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